
 平成23年度当初予算　予算要求シート
-

今年度要求のポイント

健康福祉局　障害福祉課　局・課名／　　

22,500 24,000

11,000

グループホーム等改修事業

070

事業内容

関連事業

整理番号 11

障害者自立支援法に基づく障害福祉サービスへの移行に必要な設備
（備品）の購入を補助し、円滑な移行を促進する。
また、共同生活援助及び共同生活介護（以下「グループホーム等」と
いう）を行うために、バリアフリー化等改修工事に要する費用の一部
について補助することにより、グループホーム等の整備推進を図る。

事業目的

今後も事業を継続。

【今後（～24年度】

その他　特記事項スケジュール（経過及び今後展開）

合計

・設備整備等事業
　就労移行支援、就労継続支援等の事業所を開始するにあたって必要な備品購
入等の設備整備を行うものに対し補助する。
補助基準額
(1)身体障害者更生援護施設、知的障害者援護施設、障害児の児童福祉施設、
精神障害者社会復帰施設に対する補助事業の場合　5,000千円
(2)障害者の小規模作業所及び地域活動支援センターを実施する事業所に対す
る補助事業の場合　2,000千円
補助率　　10／10
・グループホーム等改修事業
　賃貸物件を活用してグループホーム等を行う際に必要となるバリアフリー化
等の工事に要する費用の一部に対して補助する。
補助上限額　　6,000千円（ただし、エレベーター等設置整備とその他の改修
整備を行う場合の上限額は8,000千円、エレベーター等設置整備のみを行う場
合の上限額は2,000千円）
補助率　　3／4　　（国1／2、市１／4、法人1／4）

33,500 52,000

内容・積算等

6,000×3/4×4ヵ所＋8,000×3/4×1ヶ所＝24,000

28,000

23年度要求額

5,000×4ヵ所＋2,000×4ヵ所＝28,000

(単位　千円)

平成21年度決算額事 業 名 障害者就労訓練設備等整備費補助

主な要求内容 （単位：千円）

設備整備等事業

平成22年度予算額 平成23年度要求額

52,00033,500

全体事業費

項目

平成２２年４月１日付で「障害者就労訓練設備等整備事業実施要綱」が一部改正
され、新たに「エレベーター等設置整備」が補助の対象となったことを踏まえ、
今年度分を要求。

22年度予算

希望法人を募り、対象法人・事業所等
を選定し、国庫補助協議をあげる。国
に採択された分につき、整備を進め
る。

希望法人を募り、対象法人・事業所等
を選定し、国庫補助協議をあげる。国
に採択された分につき、整備を進め
る。

【経過（～22年度】 【23年度】

18,041事 業 費

事業期間 　H18～　H　　


